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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

第１四半期連結
累計期間

第80期
第１四半期連結
累計期間

第79期

会計期間

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　６月30日

自平成31年
　４月１日
至令和元年
　６月30日

自平成30年
　４月１日
至平成31年
　３月31日

売上高 （千円） 1,190,966 1,180,224 4,883,450

経常利益又は経常損失（△） （千円） 15,015 54,648 △108,758

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する当期

純損失（△）

（千円） 12,122 48,511 △116,501

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △7,092 29,622 △179,966

純資産額 （千円） 1,998,607 1,855,355 1,825,733

総資産額 （千円） 6,513,116 5,903,922 5,855,312

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり当期純損失（△）
（円） 33.29 133.23 △319.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.7 31.4 31.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記

載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．第79期第１四半期連結累計期間及び第80期第１四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益」につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　４．第79期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につきましては、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)業績の状況

　当第１四半期連結累計期間(平成31年４月１日から令和元年６月30日まで)における我が国の経済情勢は、企業

収益の改善と雇用環境の改善が続き、景気は緩やかな回復基調が見られました。また、消費者の節約志向、不安

定な国際情勢等により依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

　住宅市場におきましては、依然職人不足の課題を抱えてはいるものの、消費税増税に影響した動きが見られる

様子も無く、前年と比べ海外市場の木材相場の動きも落ち着き、今後の動向を静観する様な状況で推移いたしま

した。

　当第１四半期連結累計期間における東海三県の新設住宅着工戸数は、総着工戸数が前年度比1.5％、持家住宅着

工戸数は前年度比14.5％で共に前年より増加しており、全国の新設住宅着工戸数からみると東海三県はまだ恵ま

れているものの前年より減少した月もあり、安定感に欠ける状況で推移いたしました。

　このような状況の中、当社グループにおきましては、将来にわたり安心して事業継続できる企業への変革を目

指し、事業基盤の見直しを行い事業部の統廃合を推進し、収益力を強化し新しい組織づくりを進めてまいりまし

た。

以上の結果から、当第１四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高1,180百万円（前年同期比10

百万円減、0.9％減）となりました。利益面につきましては、分譲マンションや分譲住宅、住宅商材の販売が順調

であった事から、営業利益は45百万円（前年同期比40百万円増、735.4％増）、経常利益は54百万円（前年同期比

39百万円増、264.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は48百万円（前年同期比36百万円増、300.2％

増）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

1）営業本部

　営業本部におきましては、西部事業所への一元化を図るための統廃合を進め、近い将来に人口減少、新築着工

戸数減少が予想される状況においても、事業継続できる営業体制を構築するための組織作りを行いました。

　パワービルダー・地場ビルダーへの建材・プレカットの販売、非住宅関連への納材、国策でもある国産材の販

売を強化すると共に収益性を高め、機能的かつ横断的な組織作りを進め営業活動を行ってまいりました。

　その結果、売上高は953百万円（前年同期比133百万円減、12.3％減）となり、セグメント損失は８百万円（前

年同期はセグメント損失21百万円）となりました。

2）市場本部

　市場本部におきましては、岐阜県瑞穂市、三重県四日市市の戸建て分譲住宅と、三重県鈴鹿市の分譲マンショ

ンの販売を行ってまいりました。

　その結果、売上高は146百万円（前年同期比117百万円増、408.2％増）となり、セグメント損失は２百万円（前

年同期はセグメント損失24百万円）となりました。

3）不動産事業

　不動産事業におきましては、賃貸物件において安定的な収入を確保しつつ、事業の更なる強化を進めておりま

す。

　その結果、売上高は79百万円（前年同期比４百万円増、6.3％増）となり、セグメント利益は70百万円（前年同

期比４百万円増、6.1％増）となりました。
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(2)当第１四半期連結会計期間末の資産、負債

　当第１四半期連結会計期間末（令和元年６月30日現在）の当社グループの財政状態は、売上高が減少し回収期

間が短縮したことから、受取手形及び売掛金は前連結会計年度末に比較して52百万円の減少となりました。

　また、たな卸資産は前連結会計年度末に比較して146百万円減少し、支払手形及び買掛金は前連結会計年度末に

比較して105百万円の減少となりました。

　投資有価証券につきましては一部株式の時価評価が変動したことから、前連結会計年度末に比較して27百万円

の減少となりました。

　借入金残高は前連結会計年度末に比較して118百万円増加し、これらを統合して現金及び預金の合計は、前連結

会計年度末に比較して275百万円増加しております。

　以上の結果から、自己資本比率は前連結会計年度末に比較して0.2ポイント増加の31.4％となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

　特に記載すべき事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,600,000

計 1,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（令和元年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和元年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 400,000 400,000 名古屋証券取引所第二部
単元株式数

100株

計 400,000 400,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（百株）

発行済株式
総数残高
（百株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成31年４月１日～

令和元年６月30日
― 4,000 ― 200,000 ― 6,567

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成31年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    令和元年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 35,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 362,600 3,626 －

単元未満株式（注） 普通株式 1,600 －
一単元（100株）　　　

未満の株式

発行済株式総数  400,000 － －

総株主の議決権  － 3,626 －

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式81株が含まれております。

②【自己株式等】

    令和元年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

名古屋木材㈱
名古屋市中川区山王

二丁目６番41号
35,800 － 35,800 8.95

計 ― 35,800 － 35,800 8.95

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成31年４月１日から

令和元年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成31年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和元年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 405,751 680,965

受取手形及び売掛金 736,882 684,818

たな卸資産 958,057 811,909

その他 20,541 16,085

貸倒引当金 △11,300 △500

流動資産合計 2,109,932 2,193,277

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,610,184 2,610,184

その他（純額） 460,820 451,971

有形固定資産合計 3,071,005 3,062,156

無形固定資産 14,133 13,040

投資その他の資産   

投資有価証券 547,802 520,622

その他 180,051 182,436

貸倒引当金 △67,611 △67,611

投資その他の資産合計 660,242 635,447

固定資産合計 3,745,380 3,710,644

資産合計 5,855,312 5,903,922

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 885,416 780,282

短期借入金 830,000 765,000

1年内返済予定の長期借入金 708,610 788,869

未払法人税等 2,897 1,465

賞与引当金 12,000 21,499

その他 122,801 154,053

流動負債合計 2,561,724 2,511,169

固定負債   

長期借入金 710,010 813,320

繰延税金負債 497,370 487,426

退職給付に係る負債 92,475 92,389

受入保証金 136,662 116,662

その他 31,335 27,598

固定負債合計 1,467,854 1,537,397

負債合計 4,029,579 4,048,567
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成31年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和元年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 200,000 200,000

資本剰余金 6,567 6,567

利益剰余金 1,551,200 1,599,712

自己株式 △107,897 △107,897

株主資本合計 1,649,870 1,698,382

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 175,862 156,972

その他の包括利益累計額合計 175,862 156,972

純資産合計 1,825,733 1,855,355

負債純資産合計 5,855,312 5,903,922
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年６月30日)

売上高 1,190,966 1,180,224

売上原価 988,030 944,951

売上総利益 202,935 235,272

販売費及び一般管理費 197,460 189,534

営業利益 5,475 45,737

営業外収益   

受取利息 51 15

受取配当金 9,760 10,323

仕入割引 3,115 2,847

その他 3,513 2,454

営業外収益合計 16,439 15,639

営業外費用   

支払利息 4,544 4,260

売上割引 2,285 2,452

その他 70 16

営業外費用合計 6,899 6,729

経常利益 15,015 54,648

特別損失   

固定資産処分損 － 5,207

リース解約損 － 306

特別損失合計 － 5,514

税金等調整前四半期純利益 15,015 49,134

法人税等 2,892 622

四半期純利益 12,122 48,511

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,122 48,511
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年６月30日)

四半期純利益 12,122 48,511

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △19,215 △18,889

その他の包括利益合計 △19,215 △18,889

四半期包括利益 △7,092 29,622

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △7,092 29,622

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日
至　令和元年６月30日）

減価償却費 11,078千円 11,342千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 10,924 30  平成30年３月31日  平成30年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成31年４月１日　至　令和元年６月30日）

配当金支払額

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 営業本部 市場本部 不動産事業 合計

売上高     

外部顧客への売上高 1,086,956 28,822 75,187 1,190,966

セグメント間の内部売上高又は振替高 106 932 － 1,039

計 1,087,063 29,754 75,187 1,192,005

セグメント利益又はセグメント損失（△） △21,018 △24,670 66,301 20,612

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 20,612

セグメント間取引消去 376

全社費用（注） △5,974

四半期連結損益計算書の経常利益 15,015

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

名古屋木材株式会社(E00628)

四半期報告書

12/16



 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成31年４月１日 至令和元年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 営業本部 市場本部 不動産事業 合計

売上高     

外部顧客への売上高 953,788 146,485 79,950 1,180,224

セグメント間の内部売上高又は振替高 197 655 － 853

計 953,985 147,140 79,950 1,181,077

セグメント利益又はセグメント損失（△） △8,937 △2,597 70,368 58,833

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 58,833

セグメント間取引消去 370

全社費用（注） △4,555

四半期連結損益計算書の経常利益 54,648

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日
至　令和元年６月30日）

１株当たり四半期純利益 33円29銭 133円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
12,122 48,511

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
12,122 48,511

普通株式の期中平均株式数（株） 364,128 364,119

（注）「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

当社は令和元年７月11日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

 

（１）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するために、自己株式の取得を行うものであります。

 

（２）自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類

当社普通株式

②　取得する株式の総数

10,000株（上限）

③　取得する期間

令和元年７月12日～令和２年１月10日

④　取得価額の総額

20,000千円（上限）

⑤　取得の方法

名古屋証券取引所における市場買付

 

（３）取得結果

　上記市場買付による取得の結果、令和元年７月12日から令和元年７月26日（約定ベース）までの間に、

当社普通株式3,000株（取得価格5,372千円）を取得いたしました。

　なお、取得株式結果は、令和元年７月31日現在であり、令和元年８月１日から四半期報告書提出日まで

に取得した自己株式数は含めておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和元年８月８日

名古屋木材株式会社

取締役会　　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高　木　勇

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池　田　哲　雄

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名古屋木材株

式会社の平成31年４月１日から令和２年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成31年４月１日か

ら令和元年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名古屋木材株式会社及び連結子会社の令和元年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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